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Ⅰ　群馬大学社会情報学部・社会情報学研究科の研究目的と特徴　

１　研究目的

　今年で創設15年（研究科については10年）を迎える本学部及び研究科の設置の趣旨は、情報通信システムの急速な発展に伴い多様に変化している情報社会において、個人や組織が織りなす情報過程及び情報社会そのものの光と影などについて、情報化と人間の共存という立場に立った学際的・総合的な研究を通して、現代社会の要請に応えることにある。本学部及び研究科はこの理念に基づいて、次のような研究目的を設定している。
(1) 社会情報学の確立と推進
　国立大学初の社会情報学という名称を冠する本学部及び研究科は、その名にふさわしく新たな学問領域を確立し発展させることが必須の課題である。そのために社会において個人・組織等が情報を生産・加工・蓄積・利用する過程（社会情報過程）及び高度情報社会に関する学際的・総合的な研究を先鋭化させる。
(2) 高度情報社会の諸問題の把握と解明
　高度情報社会と形容される現代社会における諸問題を的確に把握し、解明する。このため、まず、ａ)現代社会についての歴史・文化的視点からの捉え直しや、伝統的な社会科学的視点から現代社会の諸問題の把握を行う。さらに、ｂ)これらの問題状況について学際的・総合的な解明を行うとともに、社会情報過程に着目した検討を行う。また、ｃ)地域社会から要請される現代的諸問題の解明を積極的に行い、研究成果を社会的に還元する。
２　研究目標と特徴

　上記の目的を達成するために、以下のように研究目標を明確にし、本学部及び研究科の研究目的の特徴を鮮明にした。
(1) 従来の伝統的領域における研究（教員の個別・基礎研究）を推進しつつ、人文・社会科学及び情報科学、自然科学等からなる幅広い教員組織という特徴を十分に生かした学際的・総合的な研究（総合・応用研究）を推進する。とくに、近年のインターネットなどの急速な普及と情報通信システムの新たな展開は社会情報過程をますますグローバル化させると同時に個々人の生活の隅々にまで様々な影響を及ぼしているという現代的状況等に対応した学際的研究体制を推進する。
(2) 社会情報学研究を推進するため関連する国内外の学会、学部、研究所等との交流を深める。
(3) 現代社会について理論的に把握するとともに、本学部及び研究科の立地する地域社会や自治体、企業等が提起する実際的諸問題の具体的把握を行う。
(4) これら現代社会が抱える諸問題の解明により、政策形成や産業振興に寄与する。
(5) 提起される問題ごとに適切な研究グループを組織して対応できるよう研究体制の弾力化を図るとともに、学部内の共同研究や萌芽的研究を支援する方策を講じる。
(6) 学部内の情報ネットワークの高度化を推進し、無線LANの増強等、研究環境の整備を行う。
(7) 外部資金導入による研究活性化のため、科学研究費等への申請の強化ばかりでなく、多様な機関との受託研究や共同研究の受入体制を強化する。
(8) 研究成果の社会的還元も含めて本学部及び研究科が立地する地域の自治体や企業等との共同研究体制（地域・社会連携研究）を強化する。
(9) 本学部及び研究科の研究の目的や目標及び研究成果を広く周知・公開し、社会的評価にゆだねるためにシンポジウムや公開講座等を開催する。
(10) 研究目的・目標、組織としての研究体制、研究成果等について学部内外の機関による研究評価を実施し、それらを研究体制等改善及び研究の発展のために活用し、一層の研究水準の向上を図る。

３　その他

　社会情報学研究の総合性と専門性の両者を追求し、研究の高度化、先端化、学際化に取り組んでいる。また、これらをより強化するために、これまでの４講座制から２講座制に再編した。

［想定される関係者とその期待］

本学部及び研究科が想定する主たる関係者は学会、企業、地域社会の三者で、それぞれは本学部及び研究科に対して以下のような期待を有しているものと考えられる。

日本社会情報学会などの学会は、本学部及び研究科が進める「社会情報学の確立と推進」「高度情報社会の諸問題の把握と解明」などの研究を推進することを期待している。

企業は、情報化の進展への対応の仕方についての知見の提供や「県民意識調査」など本学部及び研究科と企業等との共同研究（地域・社会連携研究）の強化を期待している。

地域社会は、モバイル・インターネットなどの進展を代表とする高度情報社会がもたらす光と影についての研究成果の社会的還元を期待している。

Ⅱ　分析項目ごとの水準の判断
分析項目Ⅰ　研究活動の状況

(1) 観点ごとの分析

	観点　研究活動の実施状況


ａ）社会情報学の確立と推進：本学部の教員は、日本社会情報学会（JSIS及びJASI〈注〉）の創設以来理事や幹事等の役職を輩出し、学会運営に中心的な役割を果たしてきた（平成20年４月より本学部教授２名がそれぞれJSISの学会長とJASIの副会長に就任することになっている）のみならず、関連する諸学会の活動にも積極的に参画してきた。本学部の35名の教員の所属学会数は167余学会、学会役職は32.5件（年平均）を数え、学術雑誌の編集には6.25人（同）がかかわり、72.5本（同）の論文を査読している｛資料ａ−１、ａ−２｝。また、学部としては毎年社会情報学シンポジウムを開催し学生や市民に開放しており、平成17年４月には「社会情報学ハンドブック」を刊行した。

資料ａ－１　日本社会情報学会（JSIS）における役職への就任状況

	教員名
	役　職　名
	期　　　間

	黒須俊夫
	学会誌編集委員
	平成16年４月～平成18年３月

	
	学会誌編集委員会副委員長・理事
	平成18年４月～平成20年３月

	
	学会会長
	平成20年４月～平成22年３月

	田村泰彦
	法規委員会担当理事

	平成16年４月～平成18年３月

	
	法規委員会副委員長
	平成18年４月～平成20年３月

	森谷健
	学会賞選考委員・理事
	平成18年４月～平成20年３月

	伊藤賢一
	学会誌編集委員
	平成18年４月～平成20年３月


資料ａ－２　日本社会情報学会（JASI）における役職への就任状況

	教員名
	役　職　名
	期　　　間

	富山慶典
	学術委員会委員
	平成 ８年10月～平成20年３月

	
	理事
	平成 ９年10月～平成20年３月

	
	論文審査委員会委員
	平成12年10月～平成20年３月

	
	総務委員会委員
	平成17年10月～平成20年３月

	
	選挙管理委員会 委員
	平成19年 ４月～平成20年３月

	
	学会副会長
	平成20年 ４月～平成22年３月

	佐渡一広
	評議員
	平成18年10月～平成21年３月


ｂ）高度情報社会における諸問題の把握と解明：本学部及び研究科における平成16年度から平成19年度の研究業績の総数は、学術論文207件、著書49件、翻訳10件及び学会発表108件である｛資料ｂ−１｝。また、同期間の科学研究費補助金の申請は84件、採択件数33件である｛資料ｂ−２｝。さらに、公表された学術論文を分野別に見ると、まず、個人の基礎的専門研究と情報社会の諸問題の解明に関する研究から構成されている。後者にかかる組織的な研究は、「ケータイ・インターネットの問題」、「電子民主主義」、「仮想世界ゲーム」など「社会情報学」に関するプロジェクトから「日本における情報化と『怖れ』」、「情報社会における教養」、「県民世論調査による県民意識の把握」、「持続可能な社会」といった情報社会に関するプロジェクトなどが毎年継続して結成されており、学際的・総合的に問題を把握し解明しようとする努力も前進しつつある。

これらの研究を含むこの４年間に複数の教員が共同して行ったプロジェクト研究をまとめると、｛資料ｂ－３｝のようになる。特に、本学部は平成18年度から２学科に再編されたことから、主にそれぞれの学科が中心となって情報化とグローバル化を視野に入れた研究に取り組む体制を整備し、学部の研究戦略として、２つの学際・総合型プロジェクト研究を立ち上げていること、そして、これまでに16のプロジェクト研究を推進してきていることが大きな特徴である。｛資料ｂ－３｝
また、情報社会のグローバル化等に対応するために、本学部主催で外国の著名な研究者による講演会やシンポジウムなどを平成16年度から平成19年度の４年間で計13回開催している｛資料ｂ－４｝。

資料ｂ－１　研究成果公表数の推移
	年　度
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	公表論文
	44
	78
	43
	42

	著書
	 6
	 7
	16
	20

	翻訳
	 2
	 3
	 3
	 2

	学会発表
	29
	33
	23
	23


資料ｂ－２　科研費申請・採択件数の推移

	年　度
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	科研申請件数
	14
	15
	20
	35

	科研採択件数
	 6
	 6
	 9
	12


資料ｂ－３　学際・総合的研究プロジェクト一覧

	教員名
	研究プロジェクトのテーマ
	実施期間

	黒須俊夫　他20

(計21名)
	モバイルインターネットの進展と親密圏の社会的変容に関する総合的研究
	平成18年４月～

	八木尚志　他15

(計16名)
	「持続可能な社会」構築のための社会情報学的研究
	平成16年４月～

	富山慶典　他６

(計７名)
	大学内SNSの構築と評価
	平成18年10月～平成21年３月

	砂川裕一　他５

(計６名)
	情報・言語・価値の協働性についての思想史的・社会哲学的基礎研究
	平成17年４月～平成19年３月

	砂川裕一　他４

(計５名)
	スロベニア・リュブリャーナ大学との交流の足跡
	平成18年５月～平成19年３月

	柿本敏克　他３

(計４名)
	環境問題・集団間関係をシミュレートする仮想世界ゲームの電子化事業について
	平成17年４月～平成20年３月

	黒須俊夫　他２

(計３名)
	県民世論調査による県民意識の把握
	平成17年４月～平成20年３月

	石川真一　他１

(計２名)
	コンピュータ・ウィルスの系統・動態解析に関する基礎研究
	平成17年４月～平成18年３月

	石川真一　他１

(計２名)
	森林内から放出される温室効果ガス（二酸化炭素）の多点モニタリング
	平成17年４月～平成18年３月

	荒木詳二　他１

(計２名)
	情報化時代社会とジェンダー文化
	平成16年４月～平成17年３月

	南谷覺正　他１

(計２名)
	文学に表れた「都市」の比較研究
	平成17年４月～平成18年３月

	堀　正　他１

(計２名)
	群馬にケーブルテレビを普及させるための方策を探るプロジェクト
	平成17年４月～平成18年３月

	柿本敏克　他１

(計２名)
	高度情報社会における「信頼」の問題
	平成18年４月～平成19年３月

	南谷覺正　他１

(計２名)
	「翻訳」と文化交流
	平成18年４月～平成19年３月

	荒木詳二　他１

(計２名)
	情報と芸術
	平成19年４月～平成20年３月

	柿本敏克　他１

(計２名)
	「状況の現実感」の測定指標の開発
	平成19年４月～平成20年３月


資料ｂ－４　学部主催講演会・シンポジウム等の開催数
	年　度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度
	合計（回数）

	外国の著名研究者

による講演会
	1
	1
	3
	 5

	国際セミナー
	1
	1
	2
	 4

	国内セミナー
	0
	0
	4
	 4

	計
	2
	2
	9
	13


ｃ）研究成果の社会的還元：このことに関しては、地域貢献をはじめとして公開講座等の開催や学外の諸委員会委員への就任や、学外の研究会への参加、産業支援、国際協力等を実施しており、また、毎年、社会情報学シンポジウムを開催し、学生や市民に公開している。４年間のこれらの活動の実施状況は、地域貢献（101件）、公開講座等の開催（141件）、学外の委員会での委員就任数（165件）、学外の研究会への参加活動数（98件）、産業支援数（22件）、受託研究活動（6件）である｛資料ｃ−１｝。

資料ｃ－１　研究成果の社会的還元状況の推移
	内容／年度
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度
	合計

	公開講座等の開催数
	18
	35
	34
	54
	141

	社会情報学シンポジウム
	 1
	 1
	 1
	 1
	  4

	地域貢献
	14
	27
	28
	32
	101

	受託研究活動件数
	 0
	 2
	 2
	 2
	  6

	共同研究
	 6
	 3
	 5
	 1
	 15

	国や県からの委員の委嘱
	30
	39
	45
	51
	165

	学外の研究会活動
	20
	24
	25
	29
	 98

	産業支援活動
	 4
	 4
	 6
	 8
	 22

	国際協力活動
	 1
	 0
	 0
	 2
	  3


(2) 分析項目の水準及びその判断理由
(水準)　期待される水準を上回る

(判断理由)
ａ）　社会情報学の確立と推進に関しては、本学部及び研究科教員は、日本社会情報学会（JSIS、JASI）を初めとする関連諸学会において、学会活動に積極的に貢献し、我が国の社会情報学研究を強力に推進してきている。

ｂ）　高度情報社会の諸問題の把握と解明については、研究費の獲得件数や論文発表、著書の公刊等において、いずれも上昇若しくは高い水準を維持している。さらに、総合的研究体制の確立では、学部として重点的な研究テーマを設定し、研究を推進するために、学部独自の予算措置をとるなど、総合的研究体制の整備、確立のためにも積極的に取り組んでいる。また、グローバル化に対応して世界の著名な研究者による講演会やセミナー等を開催している。

ｃ）　研究成果の社会への還元に関しては、教員の一人当たりの地域貢献数や公開講座等の開催数及び国・県・市などの各種委員会での委員就任数は、平成19年度にはいずれも平成16年度を上回っている。
以上のことから、研究活動の基本的領域において、本学部及び研究科の活動は年々着実に前進おり、関係者の期待を上回ると判断される。

　分析項目Ⅱ　研究成果の状況
(1) 観点ごとの分析
	観点　研究成果の状況


人文・社会科学の諸領域から高度情報社会の諸問題の把握・解明を進めている。例えば、青少年によるケータイ・インターネット利用から生じる問題を我が国で初めて整理し解決方向を示した（1012）。史学では幕末維新期に成立した情報社会の内容を明らかにし（1004）、法学では遺伝子鑑定時代における任意認知のあり方を探求して（1005）民事時効を総合的に研究した（1006）。経済学では構造変化と集計量分析の新理論を構築し（1008）層別多段抽出に適用できる新たな統計学の手法を提案した（1009）。政治学では古典的基礎文献の重要部分を抽出・訳出・各版対照をして訳注・改題を付し（1007）、環境科学では女性ホルモン作用を持つ環境ホルモンの検出手法を開発した（1002）。
高度情報社会に関する研究成果を社会に還元している。例えば、ケータイ・インターネット問題につき警察庁や文部科学省による調査・政策立案に指導的役割を果した（1013）。新たな統計学的手法を我が国の官庁統計にも適用できることを明らかにし（1010）、初級から上級までを対象として最も利用されている統計学の総合的学習支援サイトを構築した（1001）。ビオトープを育成管理する手法を成功させた基礎研究により多大の環境保全活動を行った（1015）。伝統工芸の工程を解明してこれに携わる職人の食文化等を含めた総合的な資料を作成した（1003）。県民生活の基本構造や価値観等を分析するための調査を地域メディアと共同し継続的に実施している（1014）。都市財政の課題に関する研究成果を地域の問題を解決する具体的政策に結実させた（1011）。

(2) 分析項目の水準及びその判断理由
　(水準)　期待される水準を上回る
(判断理由)

人文・社会科学の諸領域において高度情報社会を解明するための研究成果を高い学問水準であげ、その成果を全国規模で社会へ還元したうえで国の政策形成に寄与し、また、地域へも貢献している。情報過程や社会の情報化に直接に関係する諸問題の研究はもちろん、高度情報社会を分析する基礎的な視座も提供し、かつ学際総合的な研究により問題解決の具体案を提示していることから、関係者の期待を上回ると判断される。
Ⅲ　質の向上度の判断　　　
①　事例１「研究業績の公表と水準の向上」（分析項目Ⅰ・Ⅱ）

（質の向上があったと判断する取組）

学術論文、著書、翻訳及び学会発表の数は、平成16年度でそれぞれ44件、６件、２件、29件で、平成19年度では、それぞれ 42件、20件、２件、23件となっている。特に著書が顕著な増加を示している｛前掲資料ｂ－１｝。また、この間に、海外査読論文雑誌への投稿が２件、国際学会での招待講演が１件、国際共同研究への参加が２件と国際的な研究交流も活発化してきている。さらに、科研費申請件数及び科研費採択件数は、この４年間で申請件数が14件から35件に、採択件数が、６件から12件に大幅に増大した｛前掲資料ｂ－２｝。また、この間に、学会誌の編集委員は、５名から８名と増加し｛資料ｂ－５｝、学会誌掲載論文の査読を行った人数は平成16年度では12名で査読論文数は58論文であったが、平成19年度には16人で68論文と増加している｛同上｝。また、海外の英文ジャーナルへの掲載（２件）、国際学会への招待（１件）、国際共同研究への参加（２件）など国際的活動にも前進が見られた。
資料ｂ－５　学会誌編集委員・査読者・査読論文数
	年　　度
	平成16年度
	平成17年度
	平成18年度
	平成19年度

	学会誌編集委員
	５人　
	５人　
	８人　
	８人　

	学会誌査読者
	１２人　
	１１人　
	１５人　
	１６人　

	査読数
	５７論文　
	４６論文　
	５５論文　
	６８論文　


②　事例２「総合的研究体制の整備、確立」（分析項目Ⅰ）

（質の向上があったと判断する取組）
このことに関する主なプロジェクトとして、平成16年度より継続的している「『持続可能な社会』構築のための社会情報学的研究」と、平成18年度から継続している「情報化の進展と親密圏の変容」を挙げることができる。本学部の教員は上記いずれかのプロジェクトに参加している。成果としては、後者ではケータイ・インターネットの進展の中で変容する人間関係についての研究を行っており、その成果の一部は、本学部と群馬県教育委員会共催の「群馬県青少年健全育成県民セミナー（中高生のネット遊び）」（平成19年３月20日開催）にて報告された。

「持続可能社会の構築」プロジェクトでは論文数の増加に加えて、国際学会報告や海外学術雑誌への論文掲載などに繋がり、研究の高度化・国際化や国際研究交流へと進展している。学長裁量経費や学部長裁量経費を利用した学部主催の研究推進事業により、研究の高度化・国際化や国際研究交流が進展している。例えば、ヨーロッパ経済学史学会元会長をはじめとするヨーロッパの代表的な経済学者やわが国の環境行動研究や社会的認知研究の専門家等を招き、講演会・セミナー・シンポジウムを実施してきた。このような活動は、国際研究交流や共同研究の継続・進展にも結びついている。さらに、セミナー等を継続して実施することにより、延べ26人の学外研究者が参加するなど研究拠点形成への努力が進んでいる。

③　事例３「研究成果の社会的還元」（分析項目Ⅰ・Ⅱ）

（質の向上があったと判断する取組）
研究成果の社会的還元の状況について、平成16年度と平成19年度とを比較すると、地域貢献数では平成16年度の14回から平成19年度の32回と2.2倍に増加しており｛前掲資料ｃ－１、資料ｃ－２｝、公開講座等の開催数では平成16年の18回から平成19年の54回へと３倍ほど増加している。また、学外の国・県・市などの各種委員会の委員の委嘱を受けての活動数では、平成16年度の30回から平成19年度の51回と1.7倍に増加している｛前掲資料ｃ－１、資料ｃ－３｝。社会から要請された現代的諸問題の解明では、「ケータイ・リテラシー―子どもたちの携帯電話・インターネットが危ない！―」や「少年のインターネット利用に関する調査研究報告書（警視庁生活安全局少年課）」、「インターネット時代における青少年の健全育成～ネット被害から子どもたちを守るために～（主催文部科学省・群馬県（社）青少年育成国民会議）」などを挙げることができる。このように地域貢献数など毎年増加しており、国及び県・市など公共団体の政策策定の審議会の委員委嘱を受けた活動数も年毎に増加している。
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〈注〉日本社会情報学会（JSISとJASI）について

日本社会情報学会という同名の学会が２つあり、それらを区別するために「JSIS」と「JASI」という略称を使用している。「JSIS」は、The Japan Society for Socio-Information Studies
（http: //wwwsoc.nii.ac.jp/jsis/）の略称で、全国の５つの新設された社会情報学部の教員を中心に 1996年8月に発足したもので、初代会長は田中一（札幌学院大学教授（当時）北海道大学名誉教授）である。
「JASI」は、The　Japan　Association　for　Social　Informatics（http://wwwsoc.nii.ac.jp/jasi/）の略称で、1988年 日本都市情報学会として発足したが、1996年４月 日本社会情報学会に学会名称変更したものである。変更後の初代会長は秋山穣（都立科学技術大学教授（当時））である。
　　現在、この２つの学会は、2007年度から学会研究発表大会を合同で開催したり、英文雑誌“　The Journal　of　Socio-Informatics”を共同で発行するなど、社会情報学の発展のために連帯を強化している。
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						学外の研究会活動		20		24		25		29		98

						産業支援活動		4		4		6		8		22

						国際協力活動		1		0		0		2		3

						内容／年度		平成16年度		平成17年度		平成18年度		平成１９年度		合計

						地域貢献		14		27		28		32		合計

						内容／年度		平成16年度		平成17年度		平成18年度		平成１９年度
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